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1 第 9 次へき地保健医療計画   
無医 地区数の減少 

  1 ー ト   
5 へき地医療情報システムの 導入 新 へき地医療拠点病院の 整備 運 

236 病院 (16 年 3 月末現在 ) 

昭和 Wg 年調査   

1,276 地区 口 32 万人 

平成 ¥1 佳調査 
914 地区 20 万人 
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へき地第 10 次計画で検討 坂口前大臣私案 ( 当時 ) 平成 17 年度予算 ( 案 ) 

1 ドクターバンクの 設置。 

県職員としての 採用、 公立病院の 
0  へき地・離島診療支援設備 

医師 E 師はへき地医療を 兼務。 
整備事業 ( 設備整備費の 補助 ) 

lT 等を活用した 設備を整備し、 へき地医療 
拠点病院等とへき 地や離島診療所間で 症 
例 検討会や TV 会議を行い、 へき地や離島 

2 へき地や離島に 1 ～ 2 年勤務をす 診療所に勤務する 医師の診療に 対する 不 

ればその後半年～ 1 年程度の長期 
自主研修期間を 与え大規模病院で 
の 勤務も可能にする。 0 へき地保健医療システム 事業 

( ( 社 ) 地域医療振興協会に 委託 ) 

へき地保健医療情報システムを 活用 

3 月に 1 、 2 回土日の交代要員の 
した情報提供・ 情報交換等を 円滑・ 効 

遣 、 週 1 、 2 回専門医を交代で 派 
準的に実施するため、 新たに担当 責 
仕 者 ( へき地，離島に 勤務経験のあ る 

医師 ) を配置した「へき 地医療情報 セ 
ンターⅠを設置する。 

0 第 9 次の計画を踏まえっ っ 

へき地，離島における 医師 

確保対策等の 検討 
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4 常に相談できる 大規模病院の 支 
0 退職医師の再就業支援講習会 

IT を整備して大学病院などと 連携を 

援 体制を整備する。 
事業 ( ( 社 ) 地塊医療振興協会に 委託 ) 
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地域医療に従事する 医師の確保を 図るた 
め、 医療機関を退職した 医師を活用し ， 
再就職の支援を 目的とした再教育を 行 う 

ために講習会経費を 補助する。 
  



へき地保健医療対策の 推進 ( 平成 16 年度予算額 ) ( 平成 17 年度予定額 ) 

[5,607 百万円 づ 5,754 百万円 ] 
( 対前年度 148 百万円 ) 

山村、 離島等へき地における 医療の確保については、 昭和 31 年度以来、 「 へ 

き 地保健医療計画」を 策定し、 二次医療 圏 単位での各種施策を 講じてきたところ 

であ るが、 平成 13 年度から 17 年度までの 5 か 年を計画期間とした 第 9 次計画 
においては、 都道府県単位での 広域的な支援体制を 整備することにより、 総合 

的なへき地保健医療対策を 推進することとしている。 

(1) へき地医療支援機構の 運営 [333 百万円 づ 333 百万円 ] 

都道府県単位の 広域的な支援体制を 図るため、 各都道府県に「へき 地医 
療支援機構」を 設置し、 支援事業の企画と 調整を行 う 。 

(43 か所づ 43 か所 ) 

(2) へき地医療拠点病院等の 運営 [3,511 百万円 づ 3,464  百万円 ] 

へき地における 医療の提供など 支援事業を実施する 医療機関等の 運営に 

必要な経費を 補助する。 
ァ ．へき地医療拠点病院運営費 

(162 か所づ 162 か所 ) 722 百万円 づ 720 百万円 

イ ．へき地保健指導所運営費 
( 43 か所づ 43 か所 )  66 百万円 づ 65 百万円 

ウ ．へき地診療所運営費 
(813 か所づ 810 か所 )2,723 百万円 づ 2,679 百万円 

(3) へき地巡回診療の 実施 [52 百万円 づ 52 百万円 ] 

無医 地区等の医療の 確保を図るため、 医師等の人件費及び 巡回診療 車等 
の 経費について 補助を行い、 巡回診療を実施する。 
ァ ．巡回診療 車 (E  科 ) 91 台 づ 91 台 

ィ ．巡回診療 車 ( 歯科 ) 52 台 づ 52 台 

ウ ，離島歯科診療 班 44 班 づ 44 班 

ェ ．沖縄へき地歯科診療 班 1 玉 サ王づ 1 列 王 

(4) へき地医療情報システム 等 [566  百万円 づ 591 百万円 ] 

ア ．へき地医療情報システム Ⅱ百万円 づ 29 百万円 

へき地保健医療情報システムを 活用した情報提供・ 情報交換等を 円滑・効 

率的に実施するため、 新たに担当責任者 ( 医師 ) を配置した「へき 地医療情報 
ゼノ タ一 ( 仮称 ) 」を設置する。 また、 地域医療へ従事する 医師の確保を 図るた 
め 、 医療機関を退職した 医師を活用し 再就業の支援を 目的とした再教育を 行 
う ための講習会を 行 う 。 
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イ ，へき地診療支援システム 等 56 百万円 づ 63 百万円 

( ア ) へき地診療所サポートシステム 30 か所づ 33 か所 

( イ ) 静止画像等伝送システム 16  か所づ 19  か所 

( ウ ) 特定地域保健医療システム 16 か 折づ 16 か所 

ウ．地域医療の 充実のための 遠隔医療補助事業 (MF 経費 ) 

499 百万円（ 499 百万円 

へき地・離島等の 理由により往診・ 通院が困難な 慢性疾患の患者等に 
対し、 医療機関より 映像及 び 音声等の双方向機能を 有する伝送設備 ( テ 

レビ電話等 ) を貸与し、 遠隔医療を支援する。 
(10 か 折づ 10 か所 ) 

(5) 無医 地区医師派遣等 ( 内閣府計上 )  口 ， 142 百万円 づ 1,315 百万円 ] 

ア ・ 医 地区医師派遣 ( 沖縄県が行うへき 地診療所への 医師派遣事業 ) 

125 百万円 づ 125 百万円 

イ ・へき地診療所等整備 ( 沖縄県等が行う 県立病院やへき 診療所の整備 ) 
1,017 百万円 づ 1,190 百万円 
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医療施設等の 整備  
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1 医療施設等設備整備費 [  2,640 百万円 づ 2,620 百万円 ] 

(l) CCIL 、 SCU 専用病室施設整備事業 [M 町 
[975 百万円 ～ 975 百万円 ] 

(2) 小児医療施設、 周産期医療施設設備整備事業 
[157 百万円 4  157 百万円 ] 

(3) 地域医療の充実のための 遠隔医療補助事業 [M 践 
[499 百万円 づ 499 百万円 ] 

(4) その他の設備整備事業 口 ， 009  百万円 づ 989 百万円 ] 

事項要求 ( 事項追加 ) 
ア ．へき地・離島診療支援設備整備事業のメニュ 一項目への追加 

イ ．内視鏡訓練施設設備整備事業のメニュ 一項目への追加 

2 医療施設等施設整備費 口 6,192 百万円 4  15,382 百万円 ] 

(1) 医療施設近代化施設整備事業 口 0,067 百万円 づ 9,564 百万円 ] 

(2) 災害拠点病院施設整備事業 [ 1, Ⅱ 8 百万円 づ 1,062 百万円 ] 

(3) CCIL 、 SCU 専用病室施設整備事業 [MFJ[328 百万円 づ 312 百万円 ] 

(4) その他の施設整備事業 [  4,678 百万円 づ 4,444 百万円 ] 

事項要求 ( 事項追加 ) 
内視鏡訓練施設施設整備事業のメニュ 一項目への追加 
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へき地・離島の 医師確保対策予算について i 
  

事 項 平成 17 年度予算 ( 案 ) 

1
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0 へき地医療支援機構 

0 医師確保に対する 支援 

の 強化 

0 遠隔医療システム 
の 充実等 

へき地保健医療システム 事業等の増額 10 百万円 

へき地保健医療情報システムを 活用した情報提供・ 情報交換等を 円滑，効率 
的に実施するため、 新たに担当責任者 ( へき地・離島に 勤務経験のあ る医師 ) 

を 配置した「へき 地医療情報センター」を 社団法人地域医療振興協会に 設置す 
る 。 

退職医師の再就業支援講習会費 8 三ゴフヲ円 

地域医療に従事する 医師の確保を 図るため、 医療機関などを 退職 
した医師を活用し 再就職の支援を 目的とした再教育を 行 う ために 

講習会経費を 補助する。 ( 社団法人地域医療振興協会に 委託 ) 

へき地離島診療支援設備整備事業メニュ 一項目に 鋤口 

へき地医療拠点病院等とへき 地や離島診療所間で 症例検討会や 
TV 会議を行 う ための IT 等を活用した 設備を整備し、 へき地や離島 

に 勤務する医師の 診療に対する 不安を解消する。 



へき地保健医療対策費補助金       
事 業 区 分 事 業 内 容 運営費 施設整備 設備整備 

へき地医療支援機構 1. へき地医療拠点病院に 対する無医地区等へ 0  1/2 
の 巡回診療、 へき地診療所への 医師等派遣 
など医療活動の 指導・調整 

2. へき地医療拠点病院が 実施するへき 地医療 
従事者等の研修計画・プロバラムの 作成 

3. へき地勤務医師等の 紹介、 斡旋 ( へき地区 
療 振興事業 ) 

4, へき地医療拠点病院以覚の 病院、 医科大学 
から医師等の 定期的派遣の 調整 ( へき地動 

務 医師等確保事業 ) 

へき地医療拠点病院 1. 無医 地区等への巡回診療 0@ 1/2 0@ 1/2 0  1 佗 

( 都道府県の指定 )  2, へき地診療所への 医師派遣及び 技術指導・ 
援助 

3. へき地医療従事者等に 対する研修及び 研究 
施設の提供 

4. へき地からの 入院患者の積極的な 受 入 

へ き 地診 療 所 無 裏 地区等において 診療所を整備、 運営す 0  Ⅱ 3 期 0  1/2 0@ 1/2 
ることにより、 へき地における 住民の医療を 2/3  公的 3/44  れ p 縄 

確保 3/4  m 

へき地保健指導所 無医 地区等にへき 地保健指導所を 整備し、 0  1/2 0@ 1/3 0@ 1/3 

保健師の配置を 行い、 保健医療の機会に 恵ま 1/22  沖縄 Ⅰ /2  沖縄 

れない住民に 対する保健指導を 強化 

へき地巡回診療 車 ( 船 ) 巡回診療 車 、 巡回診療用雪上車、 巡回診療 0  1/2 0@ 1/2 

船及び歯科巡回診療車を 整備し、 無医地区等 
に 対する巡回診療を 行い、 へき地における 住 

民の医療を確保 

へき地患者輸送車 ( 艇 ) 患者輸送車、 患者輸送艇及び 患者輸送用言 0@ 1/2 
七車を整備し、 へき地の患者を 最寄医療機関 

  
  

  

  

  

  

  

l まで輸送     
へき地医療情報シスれ 行政機関とへき 地診療所等やへき 地医療を 定 額 

支援する病院 群 等の関係機関を 結ぶインター ( 補助 九 ) 

ネ、 ット 型の情報 ネ、 ッ トワークによる 代診 医 派 ( 社 ) 地域医療 

遣 に係る需給調整や 情報交換等の 実施 振興協会 

へき地医療拠点病院 へき地医療拠点病院と 三次機能病院等の 間 へき地医療拠点病院運 援 ｜ 交 システム に伝送装置を 設置し、 三次機能病院等がへき 鞍に 頷 れて 憶 。 

地拠点病院の 診療活動等を 支援 

へき地診療所診療 へき地医療拠点病院とへき 地診療所との 間 へきぬ 輔 抽ゑ 病藤 援 交 シ ス テ ム に伝送装置を 設置し、 へき地医療拠点病院が 韻鞘牡び へき 膨 

へき地診療所の 診療活動等を 支援 庶所 運営費 l こき まれてい 

特定地域保健医療 離島や豪雪地帯等のへき 地保健指導所と 最 へ @ 地 保健 f 尊前運営 

シ ス テ ム 寄りの医療機関との 間に伝送装置を 整備し、 費に含まれて @@ 。 

へき地における 住民の保健医療を 確保 
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覧 へき地保健医療対策費補助金 
事 業 区 分 事 業 内 容 運営費 施設整備 設備整備 

離島歯科診療 班 離島住民の歯科医療を 確保するため 離島の 0  1/2 0@ 1/2 
派 遣 事 業 歯科巡回診療の 実施 

沖縄へき地歯科診療 班 沖縄へき地住民の 歯科医療確保のため、 へ 0  3/4 
き地 歯科診療班の 実施 

ヘ リ コ プ タ ー 離島、 豪雪地帯等のへき 地における緊急時 0@ 1/2 
の 医療を確保するための へ リコプタ一の 整備 

地域医療の充実のため へき地・離島等の 理由により往診・ 通院が 0@ 1/2 
の 遠隔医療補助事業 困難な慢性疾患の 患者等に対し、 医療機関 よ 

り 映像及び音声等の 双方向機能を 有する伝送 
設備 ( テレビ電話等 ) を貸与し、 周辺の社会 

  福祉施設等と 連携しつつ、 遠隔医療を支援 
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 へき地・離島等の 理由により往診・ 通院が 

困難な慢性疾患の 患者等に対し、 医療機関よ 
り映像及 び 音声等の双方向機能を 有する伝送 
設備 ( テレビ電話等 ) を貸与し、 周辺の社会 

福祉施設等と 連携しつつ、 遠隔医療を支援 

0 1/2 

  

平 成 17 年 度 予 定 額 2,551,435@ 15,382,020@ 2,620,00( 
( 医 政局分子 9) ( に ュ 一七打 )  ( メニュー化 預 ) 
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